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公益社団法人 全日本病院協会 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

全日本病院協会の理念 
 

全日本病院協会（全日病）は、 

関係者との信頼関係に基づいて、 

病院経営の質の向上に努め、良質、 

効率的かつ組織的な医療の提供 

を通して、社会の健康および福祉 

の増進を図ることを使命とする。 

 



 

 

平成 30 年度 事業計画 

 

 

公益社団法人全日本病院協会（全日病）の目的は、定款に規定されているように、「全国

の病院の一致協力によって病院の向上発展とその使命遂行に必要な調査研究等の事業を行

い、公衆衛生の向上、地域社会の健全な発展に寄与すること」である。その目的を実現する

ために、医療制度改革や医療環境の変化に対応し、病院経営の改善・向上や医療の質向上に

関して公益法人として広く一般に開かれた事業活動を実施している。 

 平成30年度は将来にわたる日本の医療・介護提供体制の整備における道筋が決定される、

極めて重要な一年になる。 

 医療制度改革では地域医療構想を含む医療計画、平成 30年度診療報酬・介護報酬同時改

定、療養病床の受け皿となる介護医療院など、日本中の病院が直面しなければならない諸問

題が山積している。 

 このような厳しい環境の中ではあるが、全日病は日本の医療・介護現場を支える病院団体

として、根拠（データ）に基づく提唱、発言、要望を続けていかなければならない。 

平成30年度事業として、種々の制度改革に対応するべく、三つの大きな事業を開始する。

まず、昨年の法改正により介護職も認められた外国人技能実習生受け入れ事業である。 

全日病は監理団体として、平成30年度中に受け入れ準備を開始する。もう一つは、医療提供

体制の整備において極めて重要と考えられている総合診療医についてである。本年開始され

る総合診療専門医の育成には時間を要することもあり、現在の病院に勤務しながら、病院総

合医としてのキャリアチェンジを可能とする全日病独自の病院総合医育成事業を開始する。

また、介護医療院の法制化や体系化に対応するため、介護医療院協議会を組織した。様々な

情報収集を行うとともに、転換後のシミュレーション等を行う。 

学術事業の中心である第60回 全日本病院学会は、平成30年10月６日（土）、７日（日） 

東京都支部を中心に、猪口雄二支部長を学会長として、港区において開催される。 

また、夏期研修会は、平成 30年８月 26日（日）愛知県支部（木村衛支部長）において開

催する。 

教育・研修事業は、開設者・管理者、医療従事者、医療安全管理者、特定健診担当者、等

を対象に30を超える研修会、セミナー等の開催を予定しており、また、病院管理士、看護管

理士、保健指導士、メディカルクラーク、医事業務管理士、ドクターズクラーク等の資格認

定事業も実施する。現在、常設委員会は22設置されており、各委員会を中心に多方面に亘る

事業を展開する。 

平成 37 年（2025年）に向けて加速する超高齢・少子社会の中で、人口構造の変化とともに

必然的に変化する疾病構造への対応が我々医療提供者に求められている。全日病は、会員及

び各都道府県支部並びに国民の協力・支援のもと、様々な改革へ主体的に関わるとともに、

更に広範な公益活動に取り組むことにより、公益法人としての役割を果たす所存である。 

 



 

 

Ⅰ．社会保障制度、医療制度その他病院に関係する諸制度に関する調査研究及び提言並びに

政府その他の関係機関関係団体との連絡協議 

 

１．調査・研究事業 

   病院施設等における医療、サービスの質の維持・向上を図り、患者及びその家族に良

質な医療及びサービスを提供することができるよう、各種調査研究事業を以下のとおり

実施する。 

 

(1) 病院経営調査の実施（病院団体合同） 

(2) 平成 30年度診療報酬・介護報酬改定に関する調査の実施 

(3) 平成 30年度老人保健健康増進等事業の実施 

(4) 医療事故に関する事例集等に関する検討 

(5) 人間ドック実施状況調査の実施 

   (6) 厚生労働科学研究事業の実施及び研究支援 

(7) その他、本会として必要な調査・研究活動 

 

 ２．国民のための医療・介護にかかわる制度の構築と提言 

   医療制度、医業経営・税制、医療保険制度、介護保険制度、病院のあり方・運営につい

て検討し、医療の質の向上及び病院施設等の診療体制の向上改善等のために以下の提言・

要望活動を実施する。 

 

(1) 医業経営等に関する検討及び要望 

(2) 医療関連税制に関する検討及び要望 

(3) 平成 31年度税制改正要望書に関する検討 

(4) 平成 31年度政府予算等への要望に関する検討 

(5) 平成 30年度診療報酬・介護報酬改定に関する検討及び提言 

(6) 介護保険制度についての提言 

(7) 病院における総合診療医の育成と総合診療医のあり方への提言 

(8) 医師の働き方改革の検討 

(9) 認知症症例への取り組みの検討 

(10) 地域包括ケアシステムについての研究 

(11) 医療基本法に関する再検討 

(12) 急性期以外のＤＰＣの検討 

(13) 介護医療院への転換を目指す際の諸問題の検討及び要望 

(14) 各種提言の実現に向けての国民への広報、国会・行政への要望と対応 

 

 

 



 

 

３．医療関連団体との協力と連携 

   医療の質の向上及び医療安全の充実を図り、国民の療養環境の向上、国民医療の増進

を図るため、社会保障制度、医療制度、医療保険制度、介護保険制度、診療報酬、病院の

あり方・健全な運営等に関し、医療関係団体と様々な問題について連携し、行政等に要

望活動等を実施する。 

 

(1) 四病院団体協議会事業等の推進 

(2) 公益社団法人日本医師会との連携 

(3) 日本病院団体協議会における活動 

(4) 公益財団法人日本医療機能評価機構の医療事故防止センターへの協力・連携 

(5) プライマリ・ケアに関連する学会及び団体等との連携 

 

  ４．広報活動推進事業 

   医療行政情報、医療制度その他医療に関係する諸制度、病院のあり方・運営等に係る

調査研究事例等に関し、医師・看護師及び医療従事者並びに国民等へ情報等を提供する

ために以下の広報活動推進事業を実施する。 

 

(1) 全日病ニュースの内容の充実と配布の拡充 

(2) インターネットを利用した情報提供の推進 

(3) 協会ホームページの充実 

(4) 他団体と連携した広報活動の推進（ＨＯＳＰＥＸ Ｊａｐａｎ等への参加） 

(5) 新しいメディアの活用（ＳＮＳ等） 

(6) 病院広報に関する研修の検討 

 

Ⅱ．病院の管理運営及び病院施設の改善向上に関する調査研究及び提言  

 

  １．病院機能評価事業 

   医療の質向上及び診療環境の向上改善並びに病院施設の健全運営のために、以下の病

院機能評価事業を実施する。 

 

(1) 公益財団法人日本医療機能評価機構による病院機能評価の受審促進 

     ① 「機能評価受審支援セミナー」の実施 

     ② 病院機能評価受審相談事業の実施 

(2) 病院機能評価体系ならびにその運用方法についての検討 

 

  ２．医療安全対策・医療事故調査等支援事業 

   医療安全の一層の充実を図るため、病院施設での事故防止・発生時の対応等について、

医師、看護師、医療従事者等が理解を深めるために、以下の医療安全対策事業を実施す

る。 



 

 

(1) 医療安全管理者の養成 

(2) 病院における医療安全推進に関する啓発 

(3) 医療事故調査制度への対応並びに医療機関等への支援 

 

  ３．医療の質向上に関する事業 

   病院経営の改善・向上、医療の質向上に関する取り組みとして、以下の医療の質向上

に関する事業を実施する。 

 

(1) 医療の質評価公表事業の実施 

   (2) ＴＱＭ（Total Quality Management）の医療への展開 

① ＴＱＭ講演会、シンポジウムの実施 

② ＴＱＭ啓発研修会の実施 

③ 業務フロー図作成研修会の実施 

④ 特性要因図作成研修会の実施 

(3) ＩＴ技術を利用した医療の質向上推進事業の実施 

 

４．個人情報保護に関する事業 

   個人情報保護法に基づき、対象事業者の個人情報の適切な取扱いの確保及び患者等の 

個人情報の適正な取り扱いのため、以下の個人情報保護に関する事業を実施する。 

 

(1) 認定個人情報保護団体としての活動の実施 

① 苦情等処理業務の実施 

② 対象事業者等への情報提供・相談研修 

③ 個人情報保護の動向に関する調査・研究 

(2) 個人情報保護に係る普及・啓発の推進 

     ① 認定団体業務の取り組み等についての周知 

② 個人情報保護に関するセミナーの実施 

③ 「個人情報管理・担当責任者養成研修（ベーシックコース及びアドバンスト 

コース）」（マイナンバー制度を含む）の実施 

 

  ５．救急医療・災害時医療・感染症対策に関する事業 

   救急医療のあり方等の検討、災害発生時における医療救護班の編成、国際災害支援、 

災害医療体制を検討し、災害時には医療救護班（ＡＭＡＴ）を現地へ派遣する。 

また、感染症（新型インフルエンザ等）の対策として、必要な法制度の論点整理につい 

て検討し、行政に提言するため、以下の救急医療・災害時医療・感染症対策に関する事 

業を実施する。 

(1) 救急医療 

(2) 災害医療 



 

 

① ＡＭＡＴ隊員養成研修の実施 

② 災害発生時における被害状況の把握、医療救護班・災害ボランティアの編成・ 

派遣 

     ③ 指定病院のネットワーク化を含めた災害時医療システムの構築 

     ④ 地域防災緊急医療ネットワーク・フォーラムの開催 

⑤ 病院防災訓練の実施 

(3) 感染症対策 

 

６．国際活動推進事業  

   諸外国の医療施設、社会保障制度、医療制度等に関する理解を深め、病院の向上・発 

展、診療環境を改善し、良質な医療提供のために、以下の国際活動推進事業を実施する。 

 

(1) 外国人介護人材の受入・紹介事業の充実 

(2) 諸外国の医療施設、医療制度等の調査・研修 

(3) 諸外国の病院団体との交流 

(4) 発展途上国及び被災国への医療支援（ピープルズ・ホープ・ジャパン（ＰＨＪ） 

等との協力連携） 

 

Ⅲ．病院資質の向上に資する医師その他病院関係職員の実務的、理論的及び倫理的なレベル

の向上に関する教育研修及び検定並びに普及啓発 

 

  １．学術研修事業 

 

(1) 第６０回 全日本病院学会（東京都支部担当）の実施 

開催地    東京都港区 

実施時期   平成 30年 10月６日（土）～10月７日（日） 

運営事務局  公益社団法人全日本病院協会東京都支部 

学会長    猪口雄二（全日本病院協会東京都支部支部長） 

実行委員長  猪口正孝（医療法人社団直和会平成立石病院理事長） 

大会テーマ  『成熟社会における医・食・住』 

会場     グランドニッコー東京 台場 

   (2) 夏期研修会の実施 

開催地    愛知県名古屋市 

実施時期   平成 30年８月 26日（日） 

開催支部   公益社団法人全日本病院協会愛知県支部 

支部長    木村衛 

会場     名古屋国際ホテル 

   (3) ブロック研修会（１回）の実施 

(4) 全日本病院協会雑誌の発行（年２回） 



 

 

２．教育・研修事業 

    病院施設等におけるサービスの質の維持・向上を図り、患者・利用者及びその家族の

ニーズに応じて、良質な医療及びサービスを提供するために、以下の各種教育研修事業

を実施する。 

 

(1) 開設者・管理者・幹部職員研修の実施 

① 「業務フロー図作成研修会」(再掲) 

② 「特性要因図作成研修会」（再掲） 

③ 「病院事務長研修コース（及びフォローアップ研修）」 

④ 「看護部門長研修コース（及びフォローアップ研修）」 

⑤ 「災害時の病院管理者等の役割研修会」 

⑥ 「総合診療医に関する管理者向け研修」  

⑦ 「医療機関トップマネジメント研修コース」 

⑧ 「医療機関トップマネジメント研修インテンシブコース」 

⑨ 「2025年に生き残るための経営セミナー」 

⑩ 「若手経営者の会」 

⑪ 「若手経営者の会 ナイトフォーラム」 

⑫ 「若手経営者の会 病院見学」 

⑬ 「多職種リーダー研修会」 

(2) 勤務医師、看護師、薬剤師、その他医療従事者の研修の実施 

① 「医師臨床研修指導医講習会」 

② 「医師事務作業補助者研修」 

③ 「医師事務作業補助者実践力向上セミナー」 

④ 「高齢者医療研修会（旧 総合評価加算に係る研修）」 

⑤ 「特定保健指導実施者育成研修」(基礎編・技術編) 

⑥ 「病院医療ソーシャルワーカー研修会」 

⑦ 「病院職員のための認知症研修会」 

⑧ 「個人情報管理・担当責任者養成研修（ベーシックコース及びアドバンスト 

コース）」（マイナンバー制度を含む）(再掲) 

⑨ 「看護師特定行為研修指導者講習会」 

⑩ 「看護師特定行為研修の導入に係る研修会」 

⑪ 「急性期看護補助体制加算に係る研修会」 

(3) ＤＰＣデータを活用した経営分析・質向上に関する研修会の実施 

(4) 医療安全管理者の養成 

① 「医療安全管理者養成課程講習会（及び継続講習（演習）会）」の実施 

② 医療安全に関する講演会・セミナーの実施 

③ 医療安全対策セミナーの実施 

④ 医療事故調査制度への医療機関の対応の現状と課題研修会の実施 



 

 

⑤ 院内事故調査の指針 事故発生時の適切な対応研修会の実施 

⑥ 医療事故調査制度事例検討研修会の実施 

(5) 機能評価受審支援セミナーの実施(再掲) 

(6) ＡＭＡＴ隊員養成研修の実施(再掲) 

(7) 災害時のＢＣＰ研修会の実施 

(8) 地域防災緊急医療ネットワーク・フォーラムの開催(再掲) 

(9) 海外研修旅行の実施 

(10) 海外の医療関係団体等との共催セミナーの実施 

(11) 介護医療院への転換に資する研修会の実施 

      

  ３. 資格認定事業 

 

(1) 病院管理士の認定並びに更新制度の実施 

① 「病院事務長研修コース（及びフォローアップ研修）」(再掲) 

(2) 看護管理士の認定並びに更新制度の実施 

① 「看護部門長研修コース（及びフォローアップ研修）」(再掲) 

(3) 保健指導士の認定 

① 「特定保健指導実施者育成研修」(基礎編・技術編) (再掲) 

(4) 医療事務技能審査事業の実施 

① メディカルクラークの付与 

(5) 医事業務管理技能認定事業の実施 

① 医事業務管理士の付与 

(6) 医師事務作業補助技能認定事業の実施 

① ドクターズクラークの付与 

(7) 全日本病院協会総合医育成事業の実施 

① 全日本病院協会認定総合医の認定 

 

Ⅳ．医療従事者無料職業紹介事業 

 

１．医療従事者無料職業紹介事業 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

Ⅴ．外国人技能実習生受入れに係る事業 

 

  １．外国人技能実習生受入れに係る職業紹介事業 

   当協会がこれまで実施してきた国際協力・国際貢献の目的を達成するため、外国人技 

能実習制度を活用し、技能実習生へ我が国の医療・介護技能等の移転を図り、発展途上国 

の医療レベル向上を担う人材育成を行う。外国人技能実習生を積極的に受入れ、国際貢 

献を果たし、会員病院等が実習実施機関となり、医療従事者対策、教育研修等の経験を活 

かしていく。 

 

(1) 監理団体業務の遂行 

① ベトナム人材送出機関との業務協定の締結・日本語教育等の進捗管理 

② 実習実施機関の選別、外国人技能実習生候補者と実習実施機関担当者との面 

接調整 

③ 実習実施機関に対する制度説明会の実施 

④ 実習実施機関が作成する「技能実習計画」の策定方法の指導、相談受付 

(2) 同事業に関連する事業の推進 

① ベトナムの看護大学等へ日本語教育プログラムの導入 

② 人材送出国の拡大に向けた東南アジア諸国の視察・検討 

 

  ２．海外の医療関係団体等との共催セミナー開催（再掲） 

 

 Ⅵ．その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

 

１.その他、本会の運営に必要な事業 

    

(1) 支部活動及び組織の強化 

(2) 支部研修会及び講演会等開催のための支援（講師派遣等） 

(3) 会員増強（正会員・準会員・賛助会員） 

(4) 厚生労働科学研究に係る利益相反の管理 

(5) 日帰り人間ドック実施指定施設の指定事業の実施 

(6) 「健康の記録」・「問診表」の提供 

(7) 日帰り人間ドック更新料減免調査の実施 

(8) 健康保険組合連合会との協議の実施 

(9) 特定健診・特定保健指導の集合契約の締結 

(10) 看護師特定行為研修に係る会員病院等への支援 

      ・eラーニングによる研修の提供 

      ・eラーニング利用者向け研修会の実施 



 

 

参 考 

 

１ 会議 

（１）総会 

① 定時総会は、定款第 14 条第１項の規定に基づき、年１回開催する。開催の時期は、 

６月とする。 

② 臨時総会は、定款第 14 条第２項の規定に基づき、３月及び必要に応じて開催する。 

 
 

（２）理事会 

  ① 定例理事会は、定款第 35条第２項の規定に基づき、年４回開催する。開催の時期は、 

    ５月、８月、１月、２月に各１回とする。 

② 臨時理事会は、定款第 35条第３項の規定に基づき、必要に応じて開催する。 

 
 

（３）常任理事会 

   常任理事会は、定例的に開催し、各委員会活動等の内容を協議し、事業計画の執行 

等について検討を行う。 

 
 

（４）支部長会 

   支部長会は、必要に応じ開催し、各支部で集約された要望や意見等について意見交 

換を行う。 

 
 

（５）支部長・副支部長会 

   支部長・副支部長会は、年２回開催する。開催の時期は、６月、３月とする。 

 
 

（６）常設委員会 

各委員会は、必要に応じ開催し、事業実施上の諸問題、懸案事項等について検討す 

る。 

① 総務・財務委員会 

  組織運営に関する事項及び総会、理事会、常任理事会、支部長会、支部長・副支部 

長会にかける議題並びに会議の進行方法等の検討。事業計画・事業報告案、予算・ 

決算案及び当協会の主要案件について検討を実施する。 

② 利益相反管理委員会 

  利益相反管理規程に基づき、必要に応じて実施する。 

③ 倫理審査委員会 

  倫理審査委員会規程に基づき、必要に応じて実施する。 

 



 

 

④ 広報委員会 

  全日病ニュース、ホームページ等を通じた情報提供、広報等を実施する。 

⑤ 医業経営・税制委員会 

  医業経営、税制について調査・検討を行い、税制改正要望書の作成、関係機関への 

  要望を実施する。また、医療経営に資する研修会・講習会の企画・運営を実施する。 

⑥ 医療保険・診療報酬委員会 

  医療保険・診療報酬について調査・検討を行い、関係機関への要望を実施する。 

  また、医師事務作業補助者研修、医師事務作業補助者実践力向上セミナー、高齢者 

  医療研修会の企画・運営を実施する。 

⑦ 高齢者医療介護委員会 

  高齢者医療介護について調査・検討を実施する。 

⑧ 医療の質向上委員会（医療安全含） 

  ＤＰＣ分析事業（ＭＥＤＩ－ＴＡＲＧＥＴ）、医療の質の評価公表事業、医療安全に 

  係る調査研究、医療安全に関する各種研修の企画・運営を実施する。 

⑨ 医療従事者委員会 

  医療従事者に関する諸問題について調査・検討を実施する。また、病院事務長研修 

  コース、看護部門長研修コースの企画・運営を実施する。 

⑩ 病院機能評価委員会 

  公益財団法人日本医療機能評価機構が実施する病院機能評価事業について調査・検 

  討を実施する。また、機能評価受審支援セミナーの企画・運営及び機能評価受審支 

  援相談事業等を実施する。 

⑪ 学術委員会 

  全日本病院学会、夏期研修会、ブロック研修会等の学術研修の企画・運営を実施す 

  る。また、全日本病院協会雑誌の編集・発行を実施する。 

⑫ 救急・防災委員会 

  台風、地震等の災害発生時における被害調査、救助活動を実施する。また、防災訓 

  練、地域防災緊急医療ネットワーク・フォーラム、ＡＭＡＴ隊員養成研修等の企画・ 

  運営を実施する。 

⑬ 人間ドック委員会 

  日帰り人間ドック、特定健診・特定保健指導に関する集合契約、各種調査・研修等 

  を実施する。 

⑭ プライマリ・ケア検討委員会 

  プライマリ・ケア等について検討を行い、また、総合診療医に関する管理者向け研 

  修（仮称）、病院職員のための認知症研修会、病院医療ソーシャルワーカー研修会の 

  企画・運営を実施する。 

⑮ 病院のあり方委員会 

  病院のあり方に関する報告書作成のための調査・検討を実施する。その他、各委員 

  会事業に属さない事項についての検討を実施する。 



 

 

⑯ 国際交流委員会 

  諸外国の医療施設に関する調査・検討を実施する。また、海外研修の企画・運営を 

  実施する。 

⑰ 個人情報保護担当委員会 

  認定個人情報保護団体業務に係る事項、対象事業者における個人情報の適切な取り 

  扱いに関する調査・検討及び苦情・相談の処理を実施する。また、個人情報管理・ 

  担当責任者養成研修の企画・運営を実施する。 

⑱ 若手経営者育成事業委員会 

  次世代の病院経営を担う若手経営者の人材育成について検討する。また、若手経営 

  者の会等の企画・運営を実施する。 

⑲ 医療事故調査等支援担当委員会 

  医療事故調査支援団体としての対応、医療事故に関する事例集等についての検討、等を 

  行う。医療事故調査等に関する研修会の企画・運営を実施する。 

⑳ 看護師特定行為研修委員会 

  特定行為、特定行為研修について検討を行い、また、看護師特定行為研修指導者講習会 

  等の企画・運営を実施する。 

㉑ 医療事務技能審査・医事業務管理技能認定委員会 

  医療事務技能審査試験（メディカルクラーク）及び医事業務管理技能認定試験（医 

  事業務管理士）の試験問題の検討・承認、試験結果の承認、受験審査資格申請校の 

  審査・承認を実施する。 

㉒ 医師事務作業補助技能認定委員会 

  医師事務作業補助技能認定試験（ドクターズクラーク）の試験問題の検討・承認、 

  受験審査資格申請校の審査・承認を実施する。 

㉓ 外国人技能実習生受入事業会議 

  外国人技能実習生を受入れるための国内外の行政機関、医療関係団体、人材送出機 

  関、実習実施施設などとの調整、検討及び業務協定の締結を実施する。 

㉔ 介護医療院協議会 

  介護医療院に関連する事項の情報収集を行い、問題点を抽出し、解決に向け検討し 

必要に応じて提言や要望活動を実施する。 

 

 



 

 

 

 

 

平成３０年度 予 算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(単位：円）

公益目的事業会計 収益事業等会計

調査研究・研修等事業 会員支援等事業

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

特定資産運用益 58,000 0 1,000 0 59,000

特定資産受取利息 58,000 0 1,000 0 59,000

受取会費 133,824,000 73,024,949 49,999,051 0 256,848,000

正会員受取会費 120,864,000 70,864,949 49,999,051 0 241,728,000

準会員受取会費 2,160,000 2,160,000 0 4,320,000

賛助会員受取会費 10,800,000 0 0 0 10,800,000

事業収益 275,989,000 21,164,000 0 0 297,153,000

受取参加料 264,958,000 6,719,000 0 0 271,677,000

受取審査認定指定料 11,031,000 14,445,000 0 0 25,476,000

0 0 0 0 0

受取補助金等 6,000,000 1,030,000 0 0 7,030,000

受取国庫補助金 0 0 0 0 0

受取地方公共団体補助金 0 0 0 0 0

受取民間助成金 6,000,000 1,030,000 0 0 7,030,000

受取負担金 22,546,800 11,872,600 0 0 34,419,400

受取負担金 22,546,800 11,872,600 0 0 34,419,400

受取寄付金 41,300,000 0 0 0 41,300,000

受取寄付金 21,300,000 0 0 0 21,300,000

受取寄付金振替額 20,000,000 0 0 0 20,000,000

雑収益 17,707,000 1,428,699 1,114,000 0 20,249,699

受取利息 20,000 18,699 14,000 0 52,699

受取広告料 13,823,000 0 0 0 13,823,000

雑収益 3,864,000 1,410,000 1,100,000 0 6,374,000

経常収益計 497,424,800 108,520,248 51,114,051 0 657,059,099

（２）経常費用

事業費 552,374,024 53,528,606 0 0 605,902,630

給料手当 66,674,456 4,207,832 0 0 70,882,288

臨時雇賃金 15,685,677 671,597 0 0 16,357,274

退職給付費用 8,633,399 544,855 0 0 9,178,254

福利厚生費 12,213,303 1,180,783 0 0 13,394,086

会議費 17,387,146 11,326,470 0 0 28,713,616

旅費交通費 83,825,040 5,954,636 0 0 89,779,676

通信運搬費 16,224,575 1,488,433 0 0 17,713,008

減価償却費 1,004,999 20,819 0 0 1,025,818

消耗什器備品費 4,052,400 152,240 0 0 4,204,640

消耗品費 3,552,710 726,144 0 0 4,278,854

修繕費 0 0 0 0 0

印刷製本費 17,658,173 4,923,795 0 0 22,581,968

図書購入費 5,591,156 65,518 0 0 5,656,674

光熱水料費 477,374 26,037 0 0 503,411

賃借料 87,543,268 4,306,857 0 0 91,850,125

保険料 530,000 0 0 0 530,000

諸謝金 38,039,279 6,038,576 0 0 44,077,855

租税公課 0 0 0 0 0

渉外費 0 770,000 0 0 770,000

支払負担金 400,000 6,786,400 0 0 7,186,400

支払助成金 0 1,652,000 0 0 1,652,000

支払寄附金 0 0 0 0 0

委託費 170,758,387 510,230 0 0 171,268,617

雑費 2,122,682 2,175,384 0 0 4,298,066

受託事業収益

収支予算書（損益計算ベース）内訳表
平成 30年 4月 1日から平成 31年 3月 31日まで

公益社団法人　全日本病院協会

科     目 法人会計 内部取引消去 合計



(単位：円）

公益目的事業会計 収益事業等会計

調査研究・研修等事業 会員支援等事業

管理費 0 0 51,114,051 0 51,114,051

給料手当 0 0 4,798,139 0 4,798,139

臨時雇賃金 0 0 765,814 0 765,814

退職給付費用 0 0 621,291 0 621,291

福利厚生費 0 0 878,914 0 878,914

会議費 0 0 626,184 0 626,184

旅費交通費 0 0 16,994,704 0 16,994,704

通信運搬費 0 0 1,643,670 0 1,643,670

減価償却費 0 0 50,845 0 50,845

消耗什器備品費 0 0 25,360 0 25,360

消耗品費 0 0 121,094 0 121,094

修繕費 0 0 0 0 0

印刷製本費 0 0 2,060,032 0 2,060,032

図書購入費 0 0 74,710 0 74,710

光熱水料費 0 0 63,589 0 63,589

賃借料 0 0 5,719,741 0 5,719,741

諸謝金 0 0 541,475 0 541,475

租税公課 0 0 6,000,000 0 6,000,000

渉外費 0 0 5,857,000 0 5,857,000

支払負担金 0 0 3,589,000 0 3,589,000

支払寄附金 0 0 0 0 0

委託費 0 0 576,581 0 576,581

雑費 0 0 105,908 0 105,908

経常費用計 552,374,024 53,528,606 51,114,051 0 657,016,681

△ 54,949,224 54,991,642 0 0 42,418

評価損益等計 0 0 0 0 0

当期経常増減額 △ 54,949,224 54,991,642 0 0 42,418

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

経常外収益計 0 0 0 0 0

（２）経常外費用

経常外費用計 0 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0 0

他会計振替額 53,944,225 △ 53,944,225 0 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 1,004,999 1,047,417 0 0 42,418

一般正味財産期首残高 108,645,472 163,671,851 394,088,114 0 666,405,437

一般正味財産期末残高 107,640,473 164,719,268 394,088,114 0 666,447,855

Ⅱ  指定正味財産増減の部

受取寄付金 0 0 0 0 0

一般正味財産への振替額 △ 20,000,000 0 0 0 △ 20,000,000

当期指定正味財産増減額 △ 20,000,000 0 0 0 △ 20,000,000

指定正味財産期首残高 22,320,000 0 0 0 22,320,000

指定正味財産期末残高 2,320,000 0 0 0 2,320,000

Ⅲ　正味財産期末残高 109,960,473 164,719,268 394,088,114 0 668,767,855

評価損益等調整前当期経常増減額

収支予算書（損益計算ベース）内訳表

平成 30年 4月 1日から平成 31年 3月 31日まで

公益社団法人　全日本病院協会

科     目 法人会計 内部取引消去 合計



平成 30年度資金調達及び設備投資の見込み 

 

（1）資金調達の見込みについて 

 

       当期中における借入れの予定の有無を記載し、借入れがある場合には、その借入先

等を記載してください。 

 

借入れの予定  有り ✔ 無し 

事業 

番号 
借入先 金額 使途 

    

 

 

（2）設備投資等の見込みについて 

 

当期中における重要な設備投資（除却又は売却を含む。）の有無を記載し、設備投資

の予定がある場合には、その内容等を記載してください。 

 

設備投資の予定  有り ✔ 無し 

事業 

番号 
設備投資の内容 

支出又は収 

入の予定額 

資金調達方法又は 

取得資金の使途 
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